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抄録

本稿はこれまで蓄積されてきた NIMBY（Not In My Back Yard）に関する研究を概観・整

理し、あらためて NIMBY の意味を検討する。NIMBY は「自分の裏庭にはお断り」という意

味において研究者間で共通理解がなされているが、何を対象とするのか、という点については

定かではない。そのため、研究によっては NIMBY facility、NIMBY syndrome、NIMBYism
といった派生語まで登場している。これらの氾濫はひとえに NIMBY そのものの意味が不明瞭

であることに起因すると考えられる． 
そこで英語論文データベースを用いて NIMBY を含む論文を検索し、人々が何を NIMBY と

感じたのか論文の出版年、対象国、対象の視点から分類を行った。ただし、本稿のいう人々と

は研究者視点から見た人々である。すなわち、本稿は研究者がこれまでに行った研究を人々の

NIMBY への認識と読み替えることで分類を行っている。検索された論文数は 2129 件であり、

これを上記の 3 点から分類・クロス集計を行った。得られた結果に鑑みると、人々は自分の周

辺に起きる変化に対して少なからず恐怖や不安を感じ、抵抗や拒否反応を示すと考えられる。

すなわち、NIMBY とは「自分の生活や気分を少しでも変化させる可能性がある事象すべて」

と意味づけられるといえよう。 
 
キーワード：NIMBY、迷惑施設、忌避施設、論文サーベイ 
 

 はじめに

 
一般廃棄物処理施設や刑務所のような施設は NIMBY（Not In My Back Yard）と呼ばれる。

NIMBY は「（必要性は認めるが）自分の裏庭にはお断り」という意味で研究上使用されている。

日本語文献では迷惑施設や忌避施設と表記され、同義語のように使用されることがある。しか

し、NIMBY は「裏庭にはお断り」なのであり、決して存在を拒否されるまでの意味ではない。

対して迷惑施設や忌避施設の場合、存在することを拒まれるという意味やニュアンスで使用さ

れることが見られる。これらは必ずしも同義語ではなく、NIMBY の方がより広い意味を持つ
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と考えられる。 
では、何が NIMBY であろうか。すなわち、裏庭ではない何処かであれば存在することが許

容されるものは何であろうか。初出以来、研究者の間で意味は共通理解がなされているが、対

象に関しては必ずしも明確に定められていないように感じられる。そのため、研究によっては

NIMBY facility や NIMBY syndrome、あるいは NIMBYism といった派生的な使用が行われ

ている。NIMBY そのものが明確に定まっていない以上、こうした状況が生じるのは致し方無

いだろう。 
1980 年といわれる初出以来、多くの研究蓄積がなされているが、NIMBY 全体を概観するよ

うな研究は管見の限り行われていないようである。NIMBY が何かが定まっていなければ、当

然それを解決する方法を導き出すことも困難である。いわば、裏庭ではない場所を探すことが

できないばかりか、どのような手法を用いて受け入れてもらうかもわからない状態となろう。

本稿は複雑に糸が絡まったかのごとくである NIMBY に関する状況を整理する。そして、あら

ためて NIMBY とは何を意味するのか、また、人々は何を NIMBY と認識するのか、という点

の明示を試みる。意味と対象を整理することで今後人々が NIMBY と認識した際の解決方法を

提示する一助となると考える。 
本稿は以下のように構成される。つづく 2 節は研究手法について説明する。本稿の目的、動

機そして部分的に行われてきた先行研究について言及する。また、それらを踏まえ研究蓄積の

検索方法、得られた結果の分類方法について説明する。3 節は分類方法に基づき研究を分類す

る。分類は論文の出版年、対象国、および対象の観点から行っている。4 節では分類結果から

本稿の範囲内における意味の明示を試みる。現行使用されている意味に若干の深堀を加え、少

しでも意味に具体性を持たせようとしている。5 節は本稿全体を概観し、まとめを行っている。 
 

 研究手法

 目的・動機・先行研究

 
本稿は NIMBY に関する先行研究を整理することを通して NIMBY の意味をあらためて明示

することを目的としている。NIMBY は 1980 年に Not In My Back Yard の頭文字をとった略

語として新出して以来*、その意味は共有されているものの何を指す語であるかについては共通

した認識を持たれているとは言い難い。先行研究では NIMBY facility、NIMBY syndrome、
NIMBYism などと表現したものも存在し、対象や解釈が多岐にわたっているのが現状である。 

日本では NIMBY と迷惑施設、忌避施設が同義的に使われることがある。しかし、NIBMY
の本質的意味が「（必要性は認めるが）自分の近くに存在するのはお断り」であるならば、迷惑

施設と意味するところが若干一致しない。NIMBY は嫌がられながらも存在するが、迷惑施設

や忌避施設は立地地域の住民などから存在することを否定されるであろう。例えば原子力発電

所は迷惑施設かもしれないが、刑務所は NIMBY と考えられる。こうした表現や解釈を巡る不

一致はひとえに NIMBY の意味が定まっていないことに加え、人々が何を NIMBY と感じるか

に関して時間とともに変化・拡大してきたためと考えられる。 
部分的にせよ NIMBY に関する研究を概観したサーベイ論文は管見に限れば 29 件行われて

いる（表 1）。後述する本稿の分類に基づけば、内訳として環境や再生可能エネルギーに関する

サーベイ論文としては Luthin, Traverso,& Crawford(2023)、Rio, & Kiefer(2023)、など 12 件、

* NIMBY の初出は正確に記されていない．しかし，1980 年のアメリカ原子力学会において Walter Rodgers が使用

したことが NIMBY の初出と言われている（Kate, Burningham, Julie Barnett and Diana Thrush (2006) ” The 
limitations of the NIMBY concept for understanding public engagement with renewable energy technologies: a 
literature review,” ECONOMIC & SOCIAL RESARCH COUNCIL, Working Paper 1.3.）． 
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廃棄物に関する論文は Singh(2019)、Ma, & Hipel(2016)など 5 件、都市開発/生活環境に関し

ては Raymond, Fagerholm, & Kyttä(2020)、Busse, & Siebert(2018)など 4 件挙げられる。交

通・輸送・通信を対象としたサーベイ論文は Ibraeva, Almeida Correia, Silva, & Antunes(2020)
と McLeod, Schapper, Curtis, & Graham(2019)の 2 件、住民参加に関しては Capizzo, & 
Madden(2022)、Bögel, & Upham(2018)など 3 件、対人関係に関しては Semborski, Winn, 
Rhoades, Petry, & Henwood(2022)とJomeen(2004)、そしてその他はHarvey, & Moeller(2016)
が挙げられる。いずれも複数の語により検索を行っており NIMBY のみで検索した研究は見ら

れない。 
 

 検索・分類方法

 
サーベイには青山学院大学図書館のデータベースを通じて ScienceDirect を用いた。本稿の

目的に鑑み、「Find articles with these terms」に NIMBY を入力し文献中のどこかに同語を

含む論文を検索した。結果として 2129 件（2023 年 3 月 23 日時点）が該当し、本稿は検索さ

れた 2129 件に関して出版年、国・地域、対象を特定した後、クロス集計を行った。このうち

対象に関しては多岐にわたるため、恣意性が含まれることは否めないが、その他を含め全体を

12 項目に分類した（図 1）。また、分類に含まれる項目は表 2 に示される。環境/再生可能エネ

ルギーの中には水力、風力、太陽光、地熱、潮力といった再生可能エネルギーに加え、バイオ

エネルギー、エネルギー政策、送電網、二酸化炭素回収・貯留、水素を対象とした研究を含め

た。また、環境政策に関してもここに分類している。廃棄物には廃棄物処分施設や焼却発電施

設、埋立地といった項目を含んでいる。都市開発/生活環境は都市開発や計画、刑務所などイン

フラに関するものに加え、都市の高密度化や農村の富裕化といった都市の変容に関するものが

含まれている。化石燃料/原子力には石炭発電所、原子力発電所などの発電所に関する論文のほ

か、LNG や使用済み核燃料に関する論文を含めている。 
生活インフラ以外のインフラ関連に関しては交通・輸送・通信の分類に含めた。高速道路の

建設や通信網、港湾や空港整備はこの分類に含まれている。住民参加、対人関係はその名のと

おりモノではなくヒトを対象とした分類である。前者は意思決定やリスクコミュニケーション

など、対話に関する項目が含まれている。他方、後者はジェンダーやホームレス、対人差別な

ど文字通り「人」を NIMBY と感じる研究で分類している。鉱業の分類は主に鉱山での採掘、

採石に関する研究を含めている。さらに、水圧破砕もここに加えている。農林水産業、軍事施

設、無人機に関しては文字通りの分類であり、最後のその他は上記の分類に当てはまらない対

象を含めている。例えば、宇宙、日米関係などの研究がここに含まれる。 
研究全体の概観は上記分類方法、論文出版年、および対象国の 3 視点からクロス集計によっ

て行う。 
 
 

3（93）



表
 1

N
IM

BY
を

含
ん

だ
サ
ー

ベ
イ
論

文
 

分
類

著
者

出
版 年

タ
イ

ト
ル

対
象

環
境

再
生

可
能

エ
ネ

ル

ギ
ー

循
環

経
済

へ
の

移
行

Pa
bl

o 
de

l R
ío

, C
hr

ist
op

h 
P.

 K
ie

fe
r,

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

So
ph

ia
 K

üp
er

s, 
Su

sa
na

 B
at

el
,

–
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

水
素

受
容

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
へ

の
移

行
に

伴
う

景

観
の

変
化

M
ar

ia
na

 d
e 

As
si

s E
sp

éc
ie

, P
ed

ro
 N

in
ô 

de
 C

ar
va

lh
o,

 M
ar

ia
 F

er
na

nd
a 

Ba
cil

e 
Pi

nh
ei

ro
, V

in
ici

us
 M

es
qu

ita
 R

os
en

th
al

, L
ey

la
 A

. F
er

re

Si
lva

, M
ar

ia
na

 R
od

rig
ue

s 
de

 C
ar

va
lh

ae
s 

Pi
nh

ei
ro

, S
ilv

an
a 

An
dr

eo
li 

Es
pi

g,
 C

ar
ol

in
a 

Fi
or

illo
 M

ar
ia

ni
, E

lis
ân

ge
la

 M
ed

ei
ro

s 
de

 A

Fe
de

ric
a 

Na
ta

sh
a 

Ga
na

nç
a 

Ab
re

u 
do

s 
Sa

nt
os

 S
od

ré
,

水
力

発
電

施
設

‘
’

エ
ネ

ル
ギ

ー
政

策
研

究

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー

持
続

可
能

な
社

会

炭
素

回
収

お
よ

び
貯

蔵
ま

た
は

に
よ

る
バ

イ
オ

マ
ス

4（94）



二
酸

化
炭

素
回

収
・

貯
留

施
設

の
立

地 環
境

政
策

廃
棄

物

都
市

固
形

廃
棄

物

–
都

市
固

形
廃

棄
物

固
形

廃
棄

物
施

設
の

設
置

場
所

廃
棄

物
焼

却
炉

固
形

廃
棄

物
の

埋
立

や
焼

却

都
市

開
発

生
活

環
境

Ch
ris

to
ph

er
 M

. R
ay

m
on

d,
 N

or
a 

Fa
ge

rh
ol

m
, M

ar
ke

tta
 K

yt
tä

,
土

地
利

用

—

土
地

利
用

の
分

野
で

の
受

け
入

れ

公
共

イ
ン

フ
ラ

ス
ト

ラ
ク

チ
ャ

お
よ

び
建

設

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
お

け
る

利
害

関
係

者
の

影
響

Eb
ba

 B
rin

k, 
Th

eo
do

r A
al

de
rs

, D
ór

a 
Ád

ám
, R

ob
er

t F
el

le
r, 

Yu
ki

 H
en

se
le

k, 
Al

ex
an

de
r H

of
fm

an
n,

 K
ar

in
 Ib

e,
 A

ud
e 

M
at

th
ey

Le
na

 R
au

, B
en

te
 R

ie
we

rts
, L

uk
as

 vo
n 

Sc
hu

ck
m

an
n,

 S
ar

a 
Tö

rn
ro

s, 
He

nr
ik

 vo
n 

W
eh

rd
en

, D
av

id
 J.

 
都

市
の

持
続

可
能

性
と

開
発

ニ
ー

ズ
に

対
す

る
課

題

交
通

・
輸

送
・

通
信

An
na

 Ib
ra

ev
a,

 G
on

ça
lo

 H
om

em
 d

e 
Al

m
ei

da
 C

or
re

ia
, C

ec
íli

a 
Si

lva
, A

nt
ón

io
 P

ai
s 

都
市

と
輸

送
の

持
続

可
能

性

5（95）



輸
送

技
術

–
都

市
貨

物

住
民

参
加

パ
ブ

リ
ッ

ク
・

リ
レ

ー
シ

ョ
ン

ズ
の

実
践

、

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

Pa
ul

a 
M

ar
ia

 B
ög

el
, P

au
l U

ph
am

,
行

動
理

解
の

た
め

の
心

理
的

ア
プ

ロ
ー

チ

環
境

・
土

地
利

用
政

策
へ

の
市

民
参

加

対
人

関
係

ホ
ー

ム
レ

ス

妊
娠

・
出

産
・

産
後

の
女

性
の

心
理

的
健

康

そ
の

他
ジ

ャ
ー

ナ
ル

に
掲

載
さ

れ
た

論
文

注
検

索
結

果
は

20
23

年
3
月

23
日

時
点

。
 

出
所

Sc
ie

nc
eD

ire
ct

に
よ
る

検
索
結

果
よ
り

筆
者
作

成
。

 

6（96）



図 1 対象による分類 
注 検索結果は 2023 年 3 月 23 日時点。 
出所 ScienceDirect による検索結果より筆者作成。 
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 先行研究の分類

 出版年と国のクロス集計

 
検索された論文を出版年によって分類した結果が図 2 に示される。全体の傾向として論文数

が増加していることがうかがえる。特に 2000 年以降急増し、2014 年以降概ね 100 件を超えて

推移している。出版数の推移は研究対象として NIMBY への関心の高まりを示していると考え

られる。また、同結果は社会の中で NIMBY と感じられる対象が増加していることを表してい

ることから、人々が身近に存在してほしくないと感じる対象が増加しているのではないかと推

察される。やや乱暴な表現をすれば人々が自らの環境に対して自由に意見を述べられるように

なってきたり、価値観が多様になってきたりする一方で、忍耐や許容、寛容さなどに変化が生じ

ているのではなかろうか。 
対象とされた国を分類すれば表 3 のように整理ができる。複数の国、地域を対象とした研究、

理論分析、サーベイ論文に関してはその他に分類し、南極を除く大陸ごとに示してある。大陸ご

との国家数に違いがあるため一概に多寡を比較できないが、ヨーロッパでの研究蓄積が最も多

く 709 件の研究が蓄積されている。また、NIMBY が登場した初期から研究が蓄積され始めてい

るのもヨーロッパの特徴である。次いで、その他を除き北中米での研究蓄積が多い（495 件）。

北中米での研究もヨーロッパ同様、登場初期から蓄積されている。アジアに関しては 339 件の

研究蓄積が存在し、1990 年以降蓄積が始まり、2012 年以降に急増している。以下、オセアニア

63 件、アフリカ 41 件、南米 21 件となっており、オセアニアでは 1990 年以降、アフリカでは

1995 年以降、南米では 2001 年以降研究の蓄積が進んでいる。 
大陸内の国ごとの蓄積推移を観察してみれば、まず北中米（495 件）ではアメリカでの研究が

進んでおり、407 件の蓄積が存在する（表 4）。したがって、アメリカを対象とした研究結果が

研究全体（2129 件）の約 19%を占めていることになる。以下、カナダ 84 件、メキシコ 4 件と

研究が蓄積されている。南米ではアルゼンチン、エクアドル、コロンビア、チリ、ブラジル、ペ

ルーが研究対象として挙げられている（表 5）。最も多いブラジルでも 9 件でありいずれも研究

蓄積は乏しく、蓄積が始まったのも 2001 年以降となっている。 
大陸別で最も論文数が多いヨーロッパでは、対処となっている国も幅広く、また初期のころか

ら研究蓄積が進んでいる（表 6）。人々が自らの価値観を表明しやすく、かつ、さまざまな事象

を NIMBY として感じていると推察される。ヨーロッパのなかではイギリスでの研究が最も多

く検索時点までに 165 件の研究が蓄積している。イギリスの蓄積数は全体でもアメリカに次い

で多い。また、初期から継続的に研究が蓄積されていることも特徴であろう。次いでドイツで 88
件の研究が蓄積されている。ドイツでの研究の特徴として 2007 年以降に研究が集中しているこ

とが挙げられる。また、同様の傾向はイタリアにも見られる。イタリアでは 64 件の研究蓄積が

あるが、いずれも 2010 年以降である。他方で、56 件の蓄積があるオランダは 1980 出版年か

ら、36 件のフランスと 34 件のスペインでは 1990 出版年から研究が継続的に行われている。 
アジアでの先行研究を概観すると中国での研究が圧倒的に多く、154 件が蓄積している（表

7）。この件数はアメリカ、イギリスに次ぐ多さであるが両国との異なる点として 2015 年以降に

集中していることが挙げられる。経済成長に伴い NIMBY が意識されるようになってきたと考

えられる。その他の国では韓国（46 件）、インド（30 件）、日本（29 件）、台湾（28 件）で蓄積

されている。これらの国々は中国と異なり 1990 出版年から研究蓄積が進んでおり、古くから

NIMBY が意識されていることがうかがえる。 
アフリカ大陸での研究はいずれも 1990 出版年半ば以降に行われている（表 8）。最も多い南ア

フリカでも 12 件でありそれほど多くの蓄積が進んでいないうえ、2000 年以降に蓄積している。

それ以外の国ではケニア、モロッコがそれぞれ 5 件、4 件と大陸の中では蓄積が多いが、多くの
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国が 2 件もしくは 1 件の研究蓄積にとどまっている。 
最後にオーストラリアとニュージーランドが該当したオセアニアでの研究蓄積はそれぞれ 55

件と 8 件が挙げられた（表 9）。オーストラリアでは 1990 年から研究が蓄積している。ニュー

ジーランドでは初出の研究は 1996 年であるものの、以降空白の期間が多く、時折研究が見られ

る程度である。 
大陸別、国別に先行研究の蓄積を概観してみると総じて経済発展の進んでいる国で研究蓄積

が多い傾向にあるように思われる。北中米やヨーロッパで初期から研究が進んでいることや、中

国で 2009 年頃から研究蓄積が急増していることや、反対に南米やアフリカの諸国で研究が蓄積

していないことが一つの証左である。さまざまな事象を NIMBY と感じることの是非はひとま

ず置いておいたとして、経済成長に伴い所得格差や環境に対して意識が向くことで成長前には

感じられなかった事象を NIMBY と感じるようになるのかもしれない。 

図 2 出版年による分類 
注 検索結果は 2023 年 3 月 23 日時点。 
出所 ScienceDirect による検索結果より筆者作成。 

表 3 大陸別の分類 
ヨーロッパ 北中米 アジア オセアニア アフリカ 南米 その他
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計

注 検索結果は 2023 年 3 月 23 日時点．また，複数の国を対象とした論文は除いている． 
出所 ScienceDirect による検索結果より筆者作成． 
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表 4 北中米諸国の分類 
アメリカ カナダ メキシコ
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計
注 検索結果は 2023 年 3 月 23 日時点．また，複数の国を対象とした論文は除いている． 
出所 ScienceDirect による検索結果より筆者作成． 

表 5 南米諸国の分類 
ブラジル チリ コロンビア ペルー アルゼンチン エクアドル

計

注 検索結果は 2023 年 3 月 23 日時点．また，複数の国を対象とした論文は除いている． 
出所 ScienceDirect による検索結果より筆者作成． 

13（103）



表
 6

ヨ
ー
ロ

ッ
パ
諸

国
の
分

類
 

イ ギ リ ス

ド イ ツ
イ タ リ ア

オ ラ ン ダ

ギ リ シ ア

フ ラ ン ス

ス ペ イ ン

ス イ ス
ス ウ ェ ー デ

ン
ア イ ル ラ ン

ド
ノ ル ウ ェ ー

ポ ー ラ ン ド

デ ン マ ー ク

フ ィ ン ラ ン

ド
ポ ル ト ガ ル

チ ェ コ
ト ル コ

ベ ル ギ ー

オ ー ス ト リ

ア
ク ロ ア チ ア

ラ ト ビ ア

ロ シ ア
ア イ ス ラ ン

ド
キ プ ロ ス

ス ロ ベ ニ ア

ハ ン ガ リ ー

マ ケ ド ニ ア

マ ル タ
ル ー マ ニ ア

ス ロ バ キ ア

セ ル ビ ア

ブ ル ガ リ ア

北 キ プ ロ ス
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表
 7

ア
ジ
ア

諸
国
の

分
類

 

中 国
韓 国

イ ン ド
日 本

台 湾

イ ス ラ エ ル

タ イ
イ ラ ン

イ ン ド ネ シ ア

マ レ ー シ ア

フ ィ リ ピ ン

シ ン ガ ポ ー ル

バ ン グ ラ デ シ ュ

イ ラ ク

ク ウ ェ ー ト

サ ウ ジ ア ラ ビ ア

パ キ ス タ ン

ベ ト ナ ム
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表
 8

ア
フ
リ

カ
諸
国

の
分
類

 

エ ジ プ ト

エ チ オ ピ ア

ガ ー ナ
ケ ニ ア

コ ー ト ジ ボ ワ ー ル

シ オ ラ レ オ ネ

セ ネ ガ ル

タ ン ザ ニ ア

チ ュ ニ ジ ア

ナ イ ジ ェ リ ア

マ ラ ウ イ

モ ー リ シ ャ ス

モ ロ ッ コ

南 ア フ リ カ
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表 9 オセアニア諸国の分類 
オーストラリア ニュージーランド

計
注 検索結果は 2023 年 3 月 23 日時点．また，複数の国を対象とした論文は除いている． 
出所 ScienceDirect による検索結果より筆者作成． 
 
 

 出版年と対象のクロス集計

 
論文の出版年と対象のクロス集計を行った結果を表 10 に示す．まず論文数に関して，最も多

く対象となったのが環境/再生可能エネルギーに関する研究であり，851 件（約 40%）であった。

化石燃料利用に対する批判や東日本大震災による脱原子力依存の各国の動きなどにより再生可

能エネルギーの活用機運は高まりを見せているが、その一方で，例えば風力発電による周辺への

騒音や施設が景観を損ねるといった点が NIMBY となり現れていると推察される。次いで多く

挙がったのは廃棄物関連の研究であり 354 件（約 17%）である。一般廃棄物や産業廃棄物の処

分場は典型的な NIMBY としてとらえられており、初出以来研究対象としてみなされている。
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廃棄物とほぼ同数であったのが都市開発/生活環境に関する研究である。343 件（約 16%）が該

当した。刑務所など廃棄物と同様に典型的な NIMBY と認識されてきたものに加え、住宅供給

や都市の高密度化といった都市の変容に対する反対などがこれに含まれる。 
これら 3 項目が全体の約 70%を占めているが，化石燃料/原子力がこれらにつづき 133 件（約

6%）が該当した。石炭、石油などの化石燃料は主に発電所の立地が NIMBY と考えられること

が多い。また、原子力に関しては発電所に加え使用済み核燃料の処分場の立地が対象となりやす

い。特に高レベル放射性廃棄物の最終処分場は今後も争点化しやすい問題であろう。120 件（約

6%）が該当した交通・輸送・通信は住宅などを除いた道路などのインフラが含まれる。高速道

路建設や鉄道敷設、空港などが該当する。騒音など周辺住民から反対が現れやすい対象といえよ

う。住民参加は 101 件（約 5%）が該当した。これは対物の研究ではなく、それらに対する住民

の支払い意思（willingness to pay）やリスクコミュニケーションなどを含めている。対物では

ない研究としては対人関係が 99 件（約 5%）該当した。人種やホームレスなど自分と異なる人々

が近隣に存在することへの反対が対象となっている。 
鉱業、農林水産業といった第 1 次・第 2 次産業も対象となりうる。鉱業は 57 件（約 3%）該

当し、鉱山採掘が主な対象となっている。40 件（約 2%）が該当した農林水産業では遺伝子組み

換え食品に対する是非を対象とした研究などが含まれていた。最後に軍事施設（3 件，約 0.1%），

無人機（2 件，約 0.1％）に関する研究も対象とされていた。 
対象について分類してみると、多寡に偏りは見られるものの、NIMBY として対象となるもの

が多岐にわたることがあらためて示されている。典型的な施設のみならず対人もその対象とな

っている。こうした状況が NIMBY facility や NIMBY syndrome と表現される語を生み出す一

因となっているのではなかろうか。 
次に，いつの頃から研究対象となったかについて観察してみると，NIMBY の初出である 1980

年以降、早期に研究対象となっていたといえるのは廃棄物である。廃棄物は初期から継続的に出

版が連なっており、1980 年代にすでに 9 件の研究が蓄積されている。1990 出版年前半において

も 10 本以上の論文が記録される年があり、NIMBY の典型例として廃棄物処分施設が挙げられ

るのもこうした理由からであろう。他方で廃棄物は他の対象の蓄積が増加した 2007 年以降にお

いて相対的に大きく増加していない。廃棄物処分施設など典型的な NIMBY と考えられる施設

に関しては解決方法が確立されつつあるのかもしれない。他方で、それ以外の対象の蓄積が本格

的に始まったのは 1990 年代に入ってからである。最も論文数の多い環境/再生可能エネルギー

は 1990 年に初めて論文が出版され 2004 年以降蓄積が急増している。特に 2011 年以降、毎年

30 件程度の論文が出版されているが東日本大震災の影響により原子力発電に代わり再生可能エ

ネルギーに注目が集まる一方で、それらに対する利害対立など NIMBY として意識されること

が高まったと考えられる。都市開発/生活環境も同様に 1991 年以降出版されており、2007 年以

降おおむね毎年 10 件以上、多い年では 20 件以上の論文が出版されている。化石燃料/原子力は

1980 年代から論文が出版されているが、2015 年以降若干の増加が見られるものの、全体的に毎

年同数の論文が出版されている。この分類は火力発電所や原子力発電所を含んでおり、これらは

廃棄物と並んで典型的な NIMBY と認識されている施設である。廃棄物処分施設にせよ、火力

発電所、原子力発電所にせよ、建設時に立地地域周辺で反対が起こりやすいため NIMBY とし

て研究対象となりやすいが、立地された後は対象となりにくい。さらに、原子力発電所について

は東日本大震災以降、脱原子力の雰囲気が広まったため新規の建設が滞り研究対象とはなりに

くくなっていると思われる。他方で、ここに含めた放射性廃棄物に関しては多くの国で処分場立

地が問題となっている。今後 NIMBY として論文数が増加すると考えられる。同様の傾向が交

通・輸送・通信についてもいえる。1980 年代に 1 本出版されたあと、1990 年以降毎年論文が出

版されている。その一方で 2015 年～2019 年のみ 10 本程度が出版されており、それ以外の年で

は 1 桁で推移している。この分類には高速道路などインフラ系を対象とした論文が含まれてい
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る。化石燃料/原子力と同じく建設・立地の際には大きく注目されるが建設されてしまうとなか

なか問題視されにくい。そのため、新規建設が滞れば研究対象となりにくく、出版本数が増えに

くいのではないかと推測する。住民参加は 1980 年代より蓄積している一方で 2000 年代以降も

そこまで大きく論文数を増やしていない。この分類は政府、自治体の政策に対する住民の意思表

示などが含まれるため、理論分析も含め継続的に論文が蓄積されているものと推察される。人を

NIMBY ととらえる対人関係に関しては 1991 年より本格的に蓄積が進んでいる。また論文数に

大きな変化が少なく、継続的に研究の対象と認識されていることがうかがえる。鉱業および農林

水産業に関しては 2000 年代中頃から論文数が増え始め近年では一年間に複数の論文が出版さ

れるようになっている。農林水産業では遺伝子組み換え食品などが NIMBY として扱われるよ

うになっている。こうした問題が取り上げられることは、人々は新技術や新製品が登場するとそ

れらを NIMBY として認識する、言い換えれば人々の未知のものへの恐れのような感情は

NIMBY として表出しやすいのかもしれない。 
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 国と対象のクロス集計

 国ごとの論文数に占める対象の割合

 
国により研究蓄積に差があるため一概にどの国が何を対象とすることが多いと断言すること

が難しいが、出版された論文に占める対象の割合（表 11）と対象に占める国別論文数の割合（表

12）により傾向を概観する。 
まず、表 11 は対象となった国において何が対象とされているかを表している。すなわち、あ

る国の NIMBY に対する傾向を示している。例えば 407 件の論文が蓄積しているアメリカでは

そのうちの約 38%が環境/再生可能エネルギーに関するものであり、約 17%が都市開発/生活環

境に関する論文であることを示している。アメリカは環境/再生可能エネルギーを NIMBY とし

て認識する傾向があると推測できる。表中の赤く色付けがされている箇所はその国において最

も多い対象、青く 2 番目に多い対象を示している。ただし、論文が少ないなどの理由により対象

が 1 種類のみの場合（占める割合が 100%）の国に関しては 100%の部分のみ色付けをしている。

また、同割合の場合は同じ色分けをしている。 
多くの国で最も対象とされているのは環境/再生可能エネルギーであり、全体での論文検索数

と合致する。同対象は国別でみても NIMBY として認識されていることがうかがえる。他方で

２番目の対象は国により様相が異なる。廃棄物を 2 番目に多く対象とした国は 16 か国（アイル

ランド、イスラエル、イタリア、ギリシア、スウェーデン、スペイン、チリ、デンマーク、トル

コ、ブラジル、フランス、ポルトガル、マレーシア、ラトビア、韓国、日本）である。このうち、

論文数が 10 件に満たない国（チリ、ブラジル、マレーシア、ラトビア）を除くと論文総数に占

める割合はおおよそ 20%～35%となっており、これらの国が廃棄物を強く NIMBY と認識して

いることがうかがえる。反対に、インド、チェコ、台湾では論文数が 10 件を超えたうえで最も

多い対象となっている。これらの国々では論文に占める廃棄物の割合が約 40%となっている。

他方で、論文件数が 10 件に満たない国々の多くはアジア、アフリカの発展途上国が多く、経済

成長の過程において廃棄物が NIMBY となることが推測される。 
都市開発/生活環境が２番目となった国は 14 か国（アイルランド、アメリカ、イギリス、イン

ドネシア、オランダ、カナダ、スイス、チリ、デンマーク、ドイツ、フランス、ポーランド、ロ

シア、中国）であった。論文数が 10 件に満たないインドネシア、チリ、ロシアを除けば蓄積が

多い国々で都市開発/生活環境を 2 番目に多く対象としていることがわかる。さまざまな対象を

NIMBY として認識する中で都市開発/生活環境も対象とされるようになったのではないかと考

えられる。そのため、論文数に占める割合は約 6％～27%と廃棄物に比べると低くなっている。

他方で、これを最多の対象とした国々（16 か国）のうち論文数が 10 件を超えているイスラエ

ル、オーストラリア、フィンランド、ベルギー、南アフリカでは論文に占める割合が約 30%を占

めており、強い認識がうかがえる。 
化石燃料/原子力を 2 番目に多く対象とした国は 4 か国（インドネシア、オーストリア、マレ

ーシア、日本）であり、そのうち日本だけが論文数が 10 件を超えている。日本は同対象の占め

る割合が廃棄物のそれと同じ割合であり、かつ、環境/再生可能エネルギーとも論文数の割合が

近い。日本での NIMBY への認識は対人よりも対物が主であることがうかがえる。化石燃料/原
子力を最も多く対象としたのはフィリピン（約 33%）であったが、同国は論文数が 3 件のみで

あり環境/再生可能エネルギー、廃棄物と 1 件ずつ出版されているので特徴とは言い難い。 
交通・輸送・通信を 2 番目に多く対象とした国はブラジルのみである。同国は論文数が 9 件

であり、特徴と読み解くことは難しい。他方、同対象を最多とした国は存在しなかった。住民参

加に関してはハンガリー、バングラデシュ、ペルーが最多の対象としたがいずれも論文数は 2 件

にとどまっている。また、チリ、デンマーク、ノルウェーは 2 番目に多く対象としており、デン

マークとノルウェーは意思決定やリスクコミュニケーションなどにおいて NIMBY を認識する
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ことがうかがえる。 
対人関係は最多の対象とした国々はコロンビアとシンガポールでいずれも論文数は 2 件、2 番

目に対象とした国々はクロアチア（論文数 4 件）、デンマーク（同 17 件）であった。デンマーク

は論文が 17 件蓄積されている一方で、環境/再生可能エネルギー、廃棄物、都市開発/生活環境、

住民参加、対人関係と対象が多岐にわたり、NIMBY と認識する対象が幅広いことが特徴といえ

る。鉱業は 2 番目に対象とした国は存在しなかったが、エクアドル、チリ、ポーランドは最多の

対象となっている。特にポーランドは論文数 20 件のうち約 35%が鉱業に関するものであり同国

の NIMBY の特徴であろう。また、チリは論文数が 6 件と少ないものの、環境/再生可能エネル

ギー、廃棄物、都市開発/生活環境、住民参加、そして鉱業と対象が多岐にわたっている。農林水

産業は 2 番目に対象とした国はなく、ガーナとルーマニアが最多の対象となっているが、論文

数がそれぞれ 3 件と 2 件にとどまっている。 
 

 対象に占める国別論文数の割合

 
次に対象に占める国別論文数の割合について観察したい（表 12）。これによりどの対象がどの

国に強く NIMBY と感じられているかに関する傾向が示される。色付けが行われている国が当

該対象に関して論文数が多い上位 15 か国である。アメリカ、イギリスや中国のように論文総数

が多い国は相対的に多くの対象で色付けされてしまうため、上位 15 か国を区切りとした。 
環境/再生可能エネルギーに関する論文が多い国はアメリカ、イギリス、イタリア、インド、オ

ーストラリア、オランダ、カナダ、ギリシア、スイス、スペイン、デンマーク、ドイツ、フラン

ス、韓国、中国である。上位 15 か国を見ると、一定程度経済成長を達成している国々が含まれ

ていることが見てとれる。アメリカが全体の約 18%を占めており、同対象でのおおよそ 5 本に

1 本の論文がアメリカで行われている。同様に、イギリスで約 8％、ドイツで約 8%をそれぞれ

占めている。ドイツは表 11 にもあったように論文全体の約 80%が環境/再生可能エネルギーに

関するものであるため、同対象に非常に強く NIMBY を感じていると推察できる。 
廃棄物に関する論文が多い国は同率を含めてアメリカ、イギリス、イタリア、インド、オラン

ダ、カナダ、ギリシア、スウェーデン、スペイン、タイ、チェコ、フランス、韓国、台湾、中国、

日本の 16 か国である。同対象では中国の論文が占める割合が最も高く約 15%が中国で行われて

いる。以下、アメリカ約 10%、イタリア約 6%、イギリス約 5%と続いている。廃棄物に関する

論文が中国で多く占められているのは経済成長の過程で NIMBY として認知されるようになっ

たと考えられる。 
都市開発/生活環境の論文はアメリカ（約 20%）、イギリス（約 13%）、そして中国（約 9%）

で多く蓄積されており、この 3 か国で約 42%が占められている。これら 3 か国以外ではオース

トラリア（約 5%）、カナダ（約 4%）、オランダ（約 4%）が続いている。同対象は都市の高密度

化や農村の都市化などが含まれているため経済成長と関係性が深い。したがって、これを対象と

している国は一定程度経済成長を達成している国々であると考えられる。 
化石燃料/原子力に関してはアメリカ（約 23%）と中国（約 18%）で論文の多くが占められて

いる。以下、韓国と日本の論文がそれぞれ約 6%、イギリスが約 4%、イタリアが約 3%と続いて

いる。同対象は上位 2 か国の論文に占める割合が約 41%と極めて高い反面、上位 15 番目の国の

占める割合が約 1%であり、いわば広く薄く対象とされていることがうかがえる。 
交通・輸送・通信の論文はアメリカと中国でそれぞれ約 26%、約 10%占められている。また、

イギリス（約 8%）を加えると約 44%の占有となる。それ以外ではイタリアとオランダの論文が

それぞれ約 5%、オーストラリアが約 3%を占めている。住民参加については上位 15 か国であっ

てもアメリカ（約 17%）、中国（約 9%）、イギリス（約 7%）を除けば占有率が 1～3%程度の国

が並び化石燃料/原子力同様、広く薄く意識されていることがうかがえる。対人関係に関しては
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アメリカが約 35%を占めている。同対象は中国が上位 15 か国に含まれない一方で、カナダの占

有率が約 14%であることが特徴である。カナダは国別論文蓄積においても対人関係が環境/再生

可能エネルギー、都市開発/生活環境についで多く、対人的な事象について NIMBY と認識され

ることが多いことがうかがえる。鉱業に関する論文の占有率はアメリカが約 25%で最多である。

鉱山開発、採掘や採石が対象となるため、関連する産業が盛んな国か否かに影響されるところが

大きいがオーストラリアとポーランドがそれぞれ約 12%占有しているという特徴が見られる。

両国とも鉱業が主力産業の一つとなっている点に鑑みても NIMBY と認識されることが多いと

考えられる。農林水産業の論文占有率はアメリカ（約 28%）を除けば 10%を超える占有をして

いる国は無く、比較的広く薄く研究されている特徴がある。 
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4. NIMBY とは何か 
 

ここまでの先行研究の整理を踏まえ、NIMBYとは何であるのかを考えてみたい。NIMBY（Not 
In My Back Yard）という言葉の直裁的な訳は、「（必要性は認めるが）自分の裏庭にはお断り」

である。一般には、「ゴミ捨て場」に対する私たちの感情のありようなどの事例を使って説明さ

れる。 
ここで、「必要性は認めるが」という部分は、いわば NIMBY の言外にあるわけだが、重要な

前提条件である。人々が必要性を認める施設・事象等は本稿で見てきたように多種多様である。

分類整理のため 12 項目に対象を分けたが、その細目は多岐に渡り、言わば「何でもあり」とい

った様相である。いわゆるエネルギー関連を例に取れば、風力発電やその他再生可能エネルギー

であれ、NIMBY の対象となり得る。廃棄物や化石燃料による発電が環境を犠牲にするという理

由から疎まれる一方で、再生可能エネルギー発電施設が景観を損ねるという理由から疎まれる。

必要性の程度の違い、あるいは経済状態の違いからであろうが、発展途上国においては廃棄物が

対象になりやすいのに対して、先進国においては再生可能エネルギーが対象になりやすいよう

である。また，時間経過を辿れば、廃棄物関連、化石燃料や原子力といった身近に存在する施設・

事象などから、環境問題などより壮大な事柄へと考察対象が移行しつつあるようにも見える。 
そして、私たちは他者を NIMBY と感じる。経済的な弱者、更生や保護を必要とする人に何らか

の政策や施策が必要であることは理解している。しかし、いざそうした人々が身近に存在するか

もしれないとなった場合、私たちはそれを拒む。低所得者向け施設，精神病院，刑務所などへの

感情である。海外の事例としては、異なる人種が近隣に居住することや、それを促進するような

都市開発に対してさえ，私たちは嫌悪感を抱くようである。つまり NIMBY は差別に近い意味

も包含するのかもしれない。 
こうした状況を鑑みるに、私たちは，自らが置かれている状態が意図せざる形で人為的に変化

させられることを好まないと要約すべきなのかもしれない。社会的に必要なものがあることを

理解しているし、自分とは異なる他者が存在していることも理解しているが、それらが自分の周

りの状態を変化させるならば、それをこそ NIMBY と感じ反発や抵抗しようとするのではなか

ろうか。変化の根底には恐れや不安といった感情が付随する。Slovic（1987）がリスクを unknown 
risk と dread risk に分類したが、人々の NIMBY に対する認識も同様の作法で理解することが

できるのではないか。すなわち、自らの状態の変化（＝NIMBY）に対する恐れや不安は、①明

示的あるいは潜在的な恐れや不安、②自分に危害を加えるのではないかという恐れや不安、③不

利益をもたらすのではないかという恐れや不安である。本稿の分類に基づけば①は原子力発電

所や廃棄物処理施設、②は人種、難民や遺伝子組み換え食品、そして③は都市の高密度化、安価

な住宅供給、そして再生可能エネルギー発電所などが該当する。 
換言すれば、施設や現象などを含め、物理的、心理的に「自分の生活や気分を少しでも変化さ

せる可能性がある事象すべて」が潜在的には NIMBY となり得、そのデメリットがメリットを

上回ると感じたときにのみ「NIMBY 問題」として表出するのではなかろうか。 
 

 おわりに

 
先行研究の整理に基づけば、NIMBY とはもはや施設など目に見える対象物にとどまらず、心

理的な影響をもたらす事象も含まれると言えよう。また、時に心理的な影響は差別のような感情

を内包するかもしれない。したがって、NIMBY とは自分の生活や気分を少しでも変化させる可

能性がある事象すべてと考えることができよう。 
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本稿の考える意味に照らし合わせた場合、人々がさまざまな事象に対して否定的な感情を持

つのであれば、それらが社会の中に存在することは困難になるであろう。他方で、高レベル放射

性廃棄物の最終処分場や精神疾患を患う人々のケア施設などは社会において必要不可欠である。

したがって、次なる課題は NIMBY をどう克服し、対象とされた事象の社会との共存方法を模

索することであろう。いわば NIMBY perception とでもいうべき状況であり、金銭的な補償に

よるのか、あるいは人と人との信頼関係といった方法によるのかなど、さらなる研究が必要であ

ろう。いずれにしても人が恐怖や不安に感じる事象すべてが NIMBY である以上、今後 NIMBY
が減少することは考えにくく、その解決方法も一様でないことは確かであろう。これらは今後の

研究課題としたい。 
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